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物価高騰対策中小企業設備導入等支援補助金 事業計画書 

１．申請者情報 

 

２．実施概要 

名称
ふりがな

（商号または屋号） 
かぶしきがいしゃ ○○○○ 

株式会社   ○○○○ 

業種 製造業 
資本金額 
（個人事業者は記載不要） ○○○○万円 

常時使用する従業員数 ○○人 創業・設立年月（和暦） 昭和〇〇年〇〇月 

連

絡

担

当

者 

担当者名
ふ り が な

 
〇〇 〇〇 

〇〇 〇〇 
役職 係長 

電話番号 

048-XXX-XXXX 

※連絡のつきやすい番号

を記入してください。 

FAX 番号 048-XXX-XXXX 

E-mail アドレス XXXXX@XXXXX.com ※連絡のつきやすいアドレスを記入してください。 

企業概要 
○○の設計・製造を行っている。顧客の要望に応じた製品の設計・製造

を得意としており、顧客からは高い評価と支持を得ている。 

補助対象事業 

 ①省エネルギー化に資する設備の導入・更新 

☐②省コスト化に資する設備の導入・更新 

☐③生産性向上に資する設備の導入・更新 

 ④事業の継続に必要な改修工事 

☐⑤業態転換や新規事業に必要な改修工事 

☐⑥販売促進､顧客獲得､経営改善向上に必要な改修工事 

経費区分 

＜補助対象事業①～③は以下のみ＞ 

 機械器具費  ☐システム導入費  ☐外注費・委託費 

＜補助対象事業④～⑥は以下のみ＞ 

 改修工事費 

交付申請額の内訳 

＜市内事業者＞ 調達もしくは施工 ⇒     666,666  円（税抜） 

※補助対象経費(税抜)×2/3 

＜市外事業者＞ 調達もしくは施工 ⇒     500,000    円（税抜） 

※補助対象経費(税抜)×1/2 

合計 ⇒     1,166,000  円（税抜） 

調達・施工業者 

名  称： ・株式会社〇〇〇〇   ・株式会社△△△△ 

住  所： ・越谷市越ヶ谷○-○-○ ・東京都〇〇区〇〇 ○-○-○ 

電話番号： ・048-XXX-XXXX、    ・03-XXXX-XXXX 

記入例 

＜市内事業者＞の算出方法 

補助対象経費(税抜)×2/3（上限 200 万円） 
 

＜市外事業者＞の算出方法 

補助対象経費(税抜)×1/2（上限 200 万円） 
 

※千円未満の切捨ては、合計額算出時に行っ

てください。 

※１補助対象者あたりの申請限度額（補助限

度額）は合計 200 万円までです。 

mailto:XXXXX@XXXXX.com
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３．事業実施計画 

実施する事業の名称 

「最新型高速プレス機導入」と「倉庫内の間取り改良工事」による生産性向上及び賃上げの実現 

１．現状の課題 

＊エネルギー価格高騰等により、どのような影響を受けているか具体的に記載してください。 

エネルギー価格の高騰により、電気・ガス代が大幅に増加し、経営の圧迫要因となっている。特に、

従来のプレス機は老朽化が進み、エネルギー効率が悪い上に頻繁に故障が発生しており、コスト増

加に拍車をかけている。また、倉庫内の間取りや作業動線に無駄があり、過剰なエネルギー消費を

招いている状況である。 

２．現時点での賃上げの取り組み状況 

＊これまでに実施した、賃上げの取り組み状況について具体的に記載してください。 

社員の賃上げについては、コスト増が重なり現時点では保留している状況である。しかし、生産性

向上や省エネルギー化・省コスト化等に取り組むことで、将来的には賃上げ原資を確保する方針で

ある。当社としては、社員の定着率向上及び働きがいの推進を目指し、賃上げ実現に向けた具体的

な計画の策定を進めている。 

３．取り組み内容 

＊補助金を活用して取り組む内容を具体的に記載してください。 

＜取り組み①＞ 

省エネ性能に優れ、生産速度や製品品質の向上も期待できる「最新型高速プレス機」を新たに導入

する。 

＜取り組み②＞ 

作業動線の最適化や設備の再配置を目的として、「倉庫内の間取り改良工事」を実施する。 

４．期待される効果 

＊取り組みにより、「１．現状の課題」の解決にどうつながるか、また、賃上げの実現にどうつ

ながるか、数値等を用いながら具体的に記載してください。 

＜取り組み①＞「最新型高速プレス機導入」による効果 

・従来のプレス機に比べて電力消費が約 30%減少し、エネルギーコストの大幅削減が見込まれる。 

・加工速度の向上により生産量が約 20%増加し、納期短縮や受注拡大が可能となる。 

 

＜取り組み②＞「倉庫内の間取り改良工事」による効果 

・冷暖房のエネルギー消費を約 25%削減でき、光熱費の大幅な節約が見込まれる。 

・作業効率が 15％改善され、品質の維持や向上にも寄与する。 

 

⇒以上により、生産性の向上や利益率の改善が着実に進み、経営体質の強化とともに、賃上げの原

資確保につなげることができる。 


